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（午前 ９時５９分 開議） 

◎開議宣告 

○議長（荒木正光君） 皆さんおはようございます。本日、堤副議長から体調不良のため

欠席届が提出されておりますので、報告をいたします。ただいまから令和５年第１回新冠

町議会定例会第３日目の会議を開きます。 

 

◎議事日程の報告 

○議長（荒木正光君） 議事日程を報告致します。 

本日の議事日程は、御手元に配付した印刷物のとおりであります。 

 

◎日程第１ 会議録署名議員の指名 

○議長（荒木正光君） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

会議録署名議員は、会議規則第１２５条の規定により、１番、武田修一議員、２番、中

川信幸議員を指名いたします。 

 

◎日程第２ 諸般の報告 

○議長（荒木正光君） 日程第２、諸般の報告を行います。 

諸般の報告については、本定例会第２日目に設置されました、令和５年度新冠町一般会

計等予算審査特別委員会において、委員長及び副委員長の互選が行われ、委員長に芳住革

二議員、副委員長に秋山三津男議員。以上のとおり互選された旨、報告がありました。 

これで諸般の報告を終わります。 

 

◎日程第３ 一般質問 

○議長（荒木正光君） 日程第３、一般質問を行います。 

通告の順序に従い発言をお願いいたします。 

まず氏家良美議員の、中学生との町政懇談会についての発言を許可いたします。 

氏家議員。 

○４番（氏家良美君） ４番、氏家です。議長より発言の許可を得ましたので、通告に従

い、中学生との町政懇談会についてを質問いたします。 

昨年１２月６日に、町長と中学生による町政懇談会が行われました。今回で６回目とい

うことでしたが、数名の議員も傍聴させていただき、中学生が授業の中で気づいた地域の

こと、身近な学校のことなど、新冠町の問題についてよく調べ質問する姿には頼もしさを

覚えました。この事業は、公民の事業の一環で主権者としての意識を高めることを目的と

しているとのことでしたが、将来の町のリーダー育成の一助となっていると感じたところ

であります。中学生の提言はどれも興味深いものでありましたが、答弁としては、現実的

に財政優先順位等考えると難しいというものが多かったかと思います。中学生にとって答
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弁については、満足のいくものではなかったかもしれませんが、まちづくりの一端を見る

ことが出来たよい経験ではあったのではないかと思います。中学生にとっても町にとって

も、この事業というのは、今後も続けていくべきと考えますので、３点お伺いいたします。 

１点目、この事業に対する教育委員会の評価と、次回に向けての改善点はあるのでしょ

うか。 

２点目、この事業においての中学生からの感想はどのようなものがあったのでしょうか。

また、この事業に対する改善してほしいところなどの要望はあったのでしょうか。 

３点目、中学生の視点での提案、要望に加えて、町長が進めている施策についての意見

交換もしてみてはいかがでしょうか。そして、場所をこの議場で行うことにより、中学生

もより一層心に残る事業になると考えますが、如何でしょうか。 

以上３点お伺いいたします。 

○議長（荒木正光君） 答弁を許します。 

奥村教育長。 

〇教育長（奥村尚久君） 氏家良美議員からの、中学生との町政懇談会についてお答えし

ます。 

中学生との町政懇談会は、中学校において、３年生を対象に教育課程に基づく社会科公

民の授業で学習した地方自治について、町長への質問や提言を通し政治に関心を持たせ、

主権者としての意識を高め、深く考え、判断する学習を深めることを目的に、授業の講師

に町長を招き、平成２９年度から継続しておりまして本年度で６回目の開催となっており

ます。本年度の懇談会につきましては、令和４年１２月６日、４校時目の社会科公民の授

業で行われ、中学生からの質問や要望、意見について、町長と懇談をいたしました。 

ご質問の１点目、教育委員会の評価と改善点と、２点目の中学生からの感想と要望につ

きましては、合わせてお答えいたします。懇談会では、多くの質問に対応するために、１

問に対して、１回の回答として進めたところでございますが、中学生から提出のあった質

問や要望、提言は、生活に根差した事項から地域ごとの要望まで幅広い事項に及び、生徒

達が地域を振り返り、真摯に取り組まれておりまして、意義深い授業となっているものと

評価をしております。また、中学生からは、新冠町を改めて知ることができ、町に対する

視野が広がった。今後自分たちが町の発展を築いて行くためにはどうしたらいいのか考え

ることが出来た。など、今後のまちづくりに向けた前向きな感想が寄せられた一方で、納

得のいかない回答などに対し意見を述べることが出来ないことや、意見交流を深められる

ような場を設けてほしいとの改善要望も寄せられてございます。このことは、教育委員会

といたしまして、学校との十分な調整が不足していたものと捉えており、次年度に向けま

して、懇談内容の工夫など対応を検討し、中学生がより深く学ぶことが出来る授業にして

まいりたいと存じます。 

ご質問の３点目の、町長が進めている施策についての意見交換と議場での実施について

ですが、この懇談会は社会科公民の授業でありまして、授業において身近なことに関心を
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持ち、中学校に町長を招くことで、中学生にとって政治をより身近に感じる機会を提供す

ることで、効果の高い取り組みになっているものと考えております。このことから、授業

を重視した中で、懇談内容の工夫を検討してまいりたいと存じます。また、議場での実施

につきましては、全員が参加する授業でありまして、中学生からは意見交流を深めたいと

の要望がございますことから、身近に主権意識が育まれるような授業実践に向けて、学校

における、カリキュラムマネジメントの充実を図ったうえで、学校の意向を優先に考えて

参りたいと存じますので、ご理解を賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（荒木正光君） 氏家議員、再質問ございますか。 

氏家委員。 

○４番（氏家良美君） 今の教育長の答弁でもありましたけれども、中学生というのは本

当に私も傍聴させていただきましたが、本当に力のある、ふるさと新冠を思い、力のある

意見だとかあったので、意見交換が本当にされればいいかなと本当に思います。この今回

の事業というのは、事業の一環ということで、中学校側からの要請で行われていた事業で

はありますけれども、町長が就任以来再開されている、町政懇談会をやっていることとの

思いは合致すると思っておりますので、通告はしていませんが答弁いただけるのであれば、

今回このような中学生版のこの町政懇談会に参加された町長の感想と、またこの事業に参

加される町長の思いというのをお聞かせ願えればと思います。 

○議長（荒木正光君） 鳴海町長 

○町長（鳴海修司君） 氏家議員の質問にお答えしたいと思います。私は、中学生とこう

いう場を設けることは、お互いの町を思う気持ちを表に出して、これから子供たちが成長

していく上で、非常に重要なことだと思っておりますし、そのような観点からもこういう

機会を設けたことは、非常にいいことだと思っておりますし今後も続けたいというふうに

思っております。私はあくまでも、中学生を主体と主体にして懇談会を行いたいというふ

うにかねがね思ってございます。そういった中で、どうしても社会科の授業の一環として

やるものですから、時間も限られますし、ただ多くの質問に答えてあげたいっていう気持

ちも当然あります。そういった中でどうしても、ピンぼけがしてくるといういいますか、

その 1点に集中してなかなか話をしてあげられないというジレンマもございます。そうい

った意味で、教育委員会には私のほうから指示した内容をもって、今教育長が答弁されて

ございますので、今後に向けて改善をしながら、進めてまいりたいというふうに考えてお

りますので、御理解いただきたいというふうに思います。 

○議長（荒木正光君） 再々質問ございますか。 

○４番（氏家良美君） ありません。 

○議長（荒木正光君） 以上で氏家議員の一般質問を終わります。 

次に、長浜謙太郎議員の、診療所改築に関する近隣民間医療機関との協議についての発

言を許可いたします。 

長浜議員。 
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○７番（長浜謙太郎君） 7 番、長浜謙太郎です。議長より発言の許可をいただきました

ので、通告に従い、診療所改築に関する近隣民間医療機関との協議についての一般質問を

いたします。 

２月３日、地域を対象に日高徳洲会病院だより２０２３年２月号として、新聞折り込み

広告が入り、それは以前から進められていたと思われる新築移転構想でした。具体的詳細

については、多くの方が目にしたと思います。日高徳洲会病院は、２０２５年、令和７年

１１月の完成を目指し新築移転の計画を進めていることを公表しました。その詳細につい

ては割愛しますが、ハード面ソフト面ともに充実し、日高管内の医療と福祉の中核を担う、

将来にわたって期待が持てる中身です。ほぼ同時期に、町が違うとはいえ、ほぼ同じ区域

で同等以上の規模と機能を持つ医療機関が民間で整備されることは、地域内外の利用者に

とっては、喜ばしいことでもあるのでしょうが、採算性や持続可能な維持管理体制など、

先々を見据えると当町が進めている診療所改築に関し、いま一度その中身を再考してもよ

かったのではないかとさえ思っています。官と民が連携を図り役割と機能を分担し特化す

ることにより、それぞれが目指すべき果たすべき使命が明確となり、安心安全な地域医療

が確立すると考える中、絶好の機会ではなかったのかとも考えます。この計画についての

情報は知っていたのか。相談や構想を持ちかけられるようなことはなかったのか。こちら

から打診し歩み寄るような考えはなかったのか。打診したが実現しなかったのか。一連の

流れについての詳細とこの構想についての町長の所感を伺います。 

○議長（荒木正光君） 鳴海町長。 

○町長（鳴海修司君） 長浜謙太郎議員から御質問の、診療助改築に関する近隣民間医療

機関との協議についてにお答えいたします。 

ご質問にありますように、新ひだか町に所在する日高徳洲会病院は、令和７年の開設を

目指し、新築移転計画を進めており、このことは新聞折込を通じ広報されたところでござ

います。ご質問は、近隣民間病院の計画との連携により、当町が抱える医療分野における

ハード、ソフト両面の課題解決の方策はなかったのか。との趣旨と存じます。このご質問

は４点いただいておりますが、経過を含め全体についてご答弁申し上げます。 

まず、情報取得に関してですが、当町がこの計画の情報を取得したのは、令和３年１月

で、日高徳洲会病院長が来庁され、病院建て替えの話をお伺いいたしました。その際伺っ

たことは、徳洲会本部において全国の系列病院を４か所建て替える計画があり、その候補

病院の中に、日高徳洲会病院が含まれていること。また建て替えは、日高中部圏域を対象

として移転改築を考えており、新冠町では、西泊津高台の町有地を対象としており、実現

の可能性についてのお話でございました。これに対し町は、当該地の図面を提供した上で、

上下水道を含むインフラが整った場所でないことや、道路事情も作業道であることを説明

いたしました。加えて、町有地以外の遊休地の情報も提供可能であることや、以後の相談

窓口を保健福祉課として対応することを申し伝えたところでございます。徳洲会側からは、

正式に建て替えが決まれば、本部職員を加えて再訪問することで帰られ、同年５月には徳
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洲会本部職員が来庁予定でありましたが、相手方の都合でキャンセルとなっております。

その後、相手側からの連絡は途絶えておりましたが、令和４年７月開催の管内副町長会議

の意見交換において、新ひだか町静内地区に建て替えが決まったとの情報を入手したとこ

ろでございます。その後、本年１月中旬に日高徳洲会病院事務長が来庁され、２月に公表

された日高徳洲会だよりに掲載された内容の範囲において、構想の説明を受けたところで

ございます。従いまして、建て替えに関する情報は、令和３年１月の段階で入手しており

ましたが、その後の計画の進捗状況は知る機会がないまま、私どもが相談を受けたのは、

建て替え候補地に関する事項のみであり、本件はあくまでも、全国展開する医療法人の計

画であることを踏まえ、候補地の相談を受けたことをもって、民間計画に積極的に関わり

を持つことは、しなかったところでございます。 

最後に、日高徳洲会病院の建て替え構想に対する所感についてでありますが、具体化し

た計画を徳洲会側から説明され、日高中部圏域にこの医療環境が定着すれば、当町を含む

管内の医療環境は、大きく変化する可能性があります。また、官と民の医療関係は将来に

向け、当町も考慮しなければならない視点であると考える一方、医療の不採算地区といわ

れる日高管内において、この民間構想がどのように定着していくのかを注視する必要があ

ると考えており、医療連携や民間活用に関しては、短期的協議で実現するものではないこ

ともご理解願いたいと存じます。 

○議長（荒木正光君） 長浜議員、再質問ございますか。 

長浜議員。 

○7 番（長浜謙太郎君） 診療所改築は、町民のために必要だと考えた町長の公約であり

ますが、地域の医療環境の変化とともに計画を変更することは、町民にとって不利益にな

ることではないと考えます。むしろ柔軟に検討見直しをすることが町民のためになると考

えます。実際に町長は、光回線整備や道の駅について、これまでも、優先度の見直しを図

ってきました。常勤医師の退職により患者だけでなく職員も不安に感じる、医師、診療体

制の中、常に改善改革に向けて努めることが行政の使命だと考えます。医療は選べますが、

義務教育は選べません。中学校建て替えも控える中、財政負担に対する優先度も考慮し、

民間医療機関の新築移転という地域医療の環境変化に伴う、当町の最適な医療について、

再検討する考えはないでしょうか。 

○議長（荒木正光君） 鳴海町長。 

○町長（鳴海修司君） 再質問についてお答えいたします。当町診療所の移転改築計画は、

施設の老朽度合いや設備の事情によって計画したもので、特別委員会の調査報告内容を踏

まえた中で進めてまいる考えであり、日高徳洲会病院との連携は移転後の運営において関

係づくりを行う中で、官民の連携の方向性を見出していく必要があると考えていますが、

徳洲会病院の移転にあわせ、当町の課題を解決することは、調整機関や相手方の考えなど

において、難しさがあることを御理解願いたいと思います。また、菅と民との医療連携は

将来に向け、当町も考慮しなければならない視点であると思いますが、短期的協議で実現
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するものではないとも考えております。また、徳洲会事務長との懇談において、徳洲会の

将来的な運営展望に、公立病院の指定管理や民間移行の考えがあるかを確認しましたが、

現状は、新病院の経営を軌道化させることを優先とするが、法人の方針として、地域の医

療介護を担っていく考えはあることは、確認しているところでございます。 

一方で、管内中核病院である浦河赤十字病院が医師確保や採算性から、二次救急の運営

に関し管内へ助成を求め、それがかなわなければ、救急医療から撤退を口にしているとこ

ろでもあります。このように、民間は不採算分野からは撤退し、経営を優先するというこ

とを経験していることからも、移転後の状況を見極めることが必要と考えてございます。 

○議長（荒木正光君） 再々質問ございますか。 

長浜議員。 

○７番（長浜謙太郎君） 移転新築後の日高徳洲会病院が、当初の青写真どおりに進まな

かったとしても、その存在は、当町に対し大きな影響を及ぼすことは間違いないと考えま

す。そこで当町の診療所改築に関し、将来的に介護施設として転用ができるような含みを

持たせたものとする可能性を残す必要があると思いますが、如何でしょうか。 

○議長（荒木正光君） 鳴海町長。 

○町長（鳴海修司君） 長浜議員の再々質問にお答えいたします。この間、診療所の改築

構想基本計画を足早に進めてきましたが、日高徳洲会病院の計画によって、国保診療所の

基本計画に与える影響も皆無とは言えないと考えております。国保診療助改築基本計画に

おける施設整備の基本方針に、医療環境の変化に対応できる施設整備を掲げております。

これは、医療環境やニーズの変化によって、標ぼう科目の変更や病棟の配置替え、用途変

更も想定した中で、耐震壁の適正配置、ロングスパン化など将来ニーズに対応可能な施設

計画を検討することとしており、現在取り進めております基本設計業者の選定においても、

それらのことを踏まえた提案を求めているところでございます。いずれにいたしましても、

本定例会に報告がありました、新冠町立国保診療所改築調査特別委員会の調査結果並びに

長浜議員の質問趣旨を念頭に、国保診療所の件、医療体制を含め取り巻く医療環境を十分

把握し、基本設計を固める前に建築規模、機能、建設費等を見極め議会側にも説明の上、

御理解をいただきながら、取り進めてまいる所存ですので、よろしくお願いいたします。

以上です。 

○議長（荒木正光君） 以上で長浜議員の一般質問を終わります。 

次に、竹中進一議員の、ＩＣＴ先進自治体への取り組みで町の活性化をの発言を許可い

たします。 

竹中議員。 

○６番（竹中進一君） ６番、竹中です。議長より発言の許可を得ましたので、通告に従

い一般質問いたします。ＩＣＴ先進自治体への積極的な取組についてでございます。 

アナログからデジタル技術へと、世の中は急激に進化をいたし、第４次産業革命とも称

されております今日、ＩＣＴによる全く新しいＩＴ関連事業の企業が次々と生まれ、注目
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されるようになり、余談ですが、特に馬産地に関係の深いＩＴ関連の新しい馬主さんも、

大変多く目立つようになってきております。また、ＡＩやＴＸ、ＩＯＴ等のほか、多種多

様の分野でＩＣＴ活用が促進されてきており、これからますます需要が増え、急激に進化

し続けるこの状況下、先進国中でもデジタル部門において、決して上位とは言えない我が

国においては、さらなる普及と技術革新に各種制度を設け、積極的に取り組んできており

ます。以上のような状況下では、ますます増え続けるデータのクラウド化により、データ

センターの設置が進みつつあるわけですが、センター内の機器が発する熱を冷やすために、

相当のエネルギーを必要とするために、立地条件として冷涼な機構の北海道が有利なよう

でございます。先般、関連セミナーにも参加いたしましたが、北海道内で稼働いたしてい

るのは、石狩市のさくらインターネットが有名で大規模ですが、そのほかに、美唄市でも

ホワイトデータセンターが稼働しており、豪雪地帯でもあることから、除排雪を利用した

サーバーが発生する排熱の雪冷房と廃熱を活用して農産物や水産物を生産し、産業クラス

ターを形成いたしている事例もあるとのことでした。今年度は、経済産業省がデータセン

ター拠点の設置に前向きな地方公共団体を募り、旭川市、石狩市、釧路市、苫小牧市が名

乗りを上げ、全国的にも７０か所以上の自治体から希望が出ているようでございます。現

在、稼働いたしている道内のデータセンターは、自治体と企業が一体となって取り組みを

行い、稼働までには１０年以上の期間を要して実現に至っており、将来を見越して取り組

むためには、相当の決意で取り組まなければならない事業だと思いますが、データセンタ

ーの需要は今後ますます広がりを見せると思いますので、取組企業や関係機関との情報収

集と働きかけなどを行い、新冠町でも検討いたしていく考えはないでしょうか。 

本年２月１６日新冠町明和のビッグレットファームにおいて、シャープ株式会社ほか数

社によって、ローカル５Ｇ等の実現に向けた開発実証実験が行われました。新冠町では既

に令和元年に日高育成公社において、８Ｋの画像と５Ｇの電送実証実験が行われ、さらに

前途の画像とローカル５Ｇの電送公開実験が行われました。初回の実証実験では、鮮明な

動画を送受信することが主な内容で、馬を対象といたしておりましたので、遅延のない調

教の様子と、馬の細かな毛の一本一本まで手に取るように見ることができることが主な内

容でした。今回は、トラクターを稼働させて雪かきの作業を行うところを視察させていた

だくことが出来、事前に作業機や作業区域の膨大なデータを入力し、そのデータの送受信

による実験でしたが、これにより、変形いたした区画や高低差のある場所においても問題

なく作業が行われることを確認いたすことが出来ました。また、一方では、既に新冠町の

先進的な農家において、同様の運転アシストシステムであるＧＰＳ機能のついたトラクタ

ーが、肥料散布の撒きムラや牧草の作業、田植機やコンバインにも、機械を取付けて稼働

いたしております。これですと、熟練の方が作業に当たらなくても、初心者のような方で

も、補助的に運転席に乗り、作業が出来ております。楽できれいで無駄がなく、効率のよ

い作業を行っている光景が見受けられるようになりました。ただ、この装置もやや高額な

ため、全体的な普及には至っておりませんので、新冠町において、補助制度を考えてはど
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うかとも思うところですが、別の機会に提案させていただきたいと思います。 

今後、ローカル５Ｇが本格的に導入されることになりましたら、運転席に人が乗ってい

なくても、正確かつ効率的な作業が、期待できることとなり、人手不足が深刻になってき

ている農業分野はもちろん、遠隔医療、自動車の自動運転などのほか、多種多様の分野へ

の普及が待たれるところでございます。実用化までは、もう少しの間があり、まだまだ安

価で使い勝手のよい装置への改良など、課題のあるローカル５Ｇですが、これから、誰も

が普通に使うことができる装置になるために、今後も実証実験が繰り返されると思います

ので、ますます進化をしていくための拠点として、既に２回の実績のある新冠町は、ロー

カル５Ｇといえば新冠町となるように積極的に、関わってまいるべきではないかと思いま

す。また、令和５年度一般会計予算の中に、ワーケーションへの取組予算が盛り込まれて

おりますが、これも、光回線とＩＣＴを活用した新冠町の活性化を見越した施策だと思い

ます。今まで述べました内容も含め、現時点でも外部から、新冠町はＩＣＴの取組に積極

的とのイメージは、必ず持っていただいているのではないかと思っておりますが、今後も

さらに積極的にＩＣＴへの新しい取組を行い、ＩＣＴの先進的に魅力のあるまちへのアピ

ールをしていく考えはないかについてお伺いいたします。 

○議長（荒木正光君） 答弁を許します。 

鳴海町長。 

○町長（鳴海修司君） 竹中進一議員の御質問の、ＩＣＴ先進自治体への取り組み、町の

活性化についてお答えいたします。お答えする前にですね、竹中議員の御質問に、通告に

ない部分もありましたので、通告のある２点に絞ってお答えいたしたいというふうに思い

ますので御理解願います。 

２０２１年１０月、岸田文雄首相は所信表明演説において、地方と都市との差を縮める

デジタル田園都市構想を掲げ、地方におけるデジタル施策の推進を政策の１つとして掲げ

ました。デジタル田園都市構想にはデータセンターの地方分散があり、これは欧米に比べ

日本におけるデータセンターの設置箇所数が少ない状況の中、ＩＣＴ環境改善という目的

と情報ネットワークの要所と言えるデータセンターを、分散化させることで危機対応能力

を高めるというセキュリティ上の目的もあるかと考えるところです。しかしながら、同構

想の中ではデータセンター建設による事業戦略が明確化されていないため、データセンタ

ーを誘致した町において、どのような付加価値をもたらすものか、把握できずにいるのが

実情です。これまでデータセンターを誘致、建設した自治体は、冬期間における積雪をデ

ータセンターの冷却設備に活用するなど、地域の特色を生かした誘致の事例は散見されま

すが、雇用の創出、地域経済への寄与といった私たちが誘致という事業に期待する効果は、

希薄であると考えております。また、カーボンニュートラルとの関係では、データセンタ

ーは、多くの電力量を消費するという地域にとってマイナスの事実もございます。これら

の状況と新冠町の立ち位置を考えたとき、加えて解決しなければならない多くのまちづく

りの課題がある中、データセンターの誘致を優先して進める考えは現時点でございません。 
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次に、ＩＣＴに係る町の取り組み姿勢についてですが、竹中議員の通告の中にありまし

たように、現在、町内民間事業者には、情報通信技術の活用により労働力の省力化を図る

取り組みや、新冠町商工会によるＩＣＴ人材の育成と将来的な起業を目的とした若年層に

対するＩＣＴ教室の実施など、町内において情報通信技術を積極的に活用する取組みが生

まれてきています。これら民間事業者の取り組みに対し、町はできる範囲で協力を行う考

えであり、また町としても、ワーケーションやサテライトオフィスの可能性を探る実証事

業の取り組みを計画しており、ＩＣＴに係る取組みについて町として推進して行く所存で

すので、よろしくお願いいたします。 

○議長（荒木正光君） 竹中議員、再質問ございますか。なお通告した内容で、町長答弁

の範囲で再質問を受けます。 

竹中議員。 

○６番（竹中進一君） 現在、５Ｇ通信網は、都市や市街地などに限られ、基地局から発

する電波の到達距離に制限があるなど、問題点もありますけれども、利用希望者へのエリ

ア拡大による提供は、徐々に広がりつつあり、全体の普及が待たれるところでございます。

今、世界は６Ｇ７Ｇへ向けて開発が進みだしております。６Ｇは２０３０年に実現見込み

で、既に７Ｇ技術の開発にまで見通し、技術開発が進んでおります。このような技術革新

の進展、あるいは６Ｇ７Ｇの最先端情報技術時代には、ＩＣＴを利用した、世界中のシス

テムを動かすために、膨大なデータが蓄積されなければならないわけで、新規データセン

ターへの需要と期待はますます増えてくると推察されるところでございます。今後も、日

本におけるデータセンターを取り巻く環境と技術も、世界に肩を並べるレベルに達する可

能性があると思っております。そういった事態を見据え、先に申し上げた、道内のデータ

センターの実現までに要した経過などを参考にいたしても、それまでには、一朝一夕とは

いかないわけですから、来年度取り組むワーケーションの予算もこれから審議されるわけ

で、これが順調に推移いたしましたら、テレワークセンターなどへの発展が期待され、Ｉ

ＣＴへの取り組みが積極的な町へのアピールということをいたせば、今まで取り組んでき

た農業支援や協力隊が新冠町を希望する方々が増えるように、関心を引くことができるこ

とにもつながると思いますし、新冠町活性化の重要なポイントになるのではないかと思い

ますので、改めて、関連企業等の誘致に取り組むという、将来的な可能性はないでしょう

か。ただいま町長の答弁の中にありました、カーボンニュートラルへの逆行の件ですけれ

ども、こういったエネルギーの件につきましては、グリーンエネルギーを使って、それで

カーボンニュートラルに逆行しないような法則もとられているように思っております。さ

らにまた、５Ｇの実証実験が２回行われたわけですから、今後とも、これに積極的に、メ

ーカーやら、国の機関と、取り組んでいくのか、ことについてもお答えいただければ幸い

でございます。 

○議長（荒木正光君） 鳴海町長。 

○町長（鳴海修司君） 竹中議員の再質問にお答えします。将来的な可能性について考え
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た時、技術革新が目覚ましい情報通信の世界ですので、今後、情報技術によって、どのよ

うな社会変化が生まれるのか想定出来ないと考えます。情報技術に対する将来的な町の対

応について、現状、明確な答弁をすることは難しいと考えますが、その時代に合わせ適切

な判断をしたいと考えておりますし、このことは、データセンターにかかる企業誘致につ

いての考えにおいても同様です。今後にありましても、時代に合わせ社会状況と、社会環

境の中で、適切に判断してまいりたいと考えておりますので、御理解をお願いいたします。 

○議長（荒木正光君） 竹中議員、再々質問ございますか。 

竹中議員。 

○６番（竹中進一君） １点お願いしたいのは、折角２回にわたって５Ｇの実証実験が新

冠町において行われたわけですけれども、これについても、総務省、それから各メーカー

と、今後ともより緊密に連絡を取り合って、積極的に誘致していくというような考えはな

いかについてお伺いしたいと思います。 

○議長（荒木正光君） 鳴海町長。 

○町長（鳴海修司君） 再々質問についてお答えいたします。御承知のように、５Ｇをう

ちで２回ほど実証実験やってございますが、やはり山間地域であるということもあります

し、非常に課題としても、いろんな面も出てきてございます。そういった中で先ほども御

答弁したように、その状況をよく見ながら判断して、次につなげていくという考え方を持

っておりますので、そういう状況になりましたときには、積極的に対応してまいりたいと

いうふうに考えておりますので御理解願います。 

○議長（荒木正光君） 以上で竹中議員の一般質問を終わります。 

次に、伹野裕之議員の、森林環境譲与税の活用についての発言を許可いたします。 

伹野議員。 

○５番（伹野裕之君） ５番、伹野裕之です。議長より発言の許可を得ましたので、森林

環境税の活用について質問いたします。 

その前に、一般質問要旨に誤りがありますので、訂正をお願いいたします。４行目の約

６０００億円との記述ですが、約６００億円の誤りです。訂正をお願いいたします。それ

では、質問いたします。 

地球温暖化の原因となる二酸化炭素、ＣＯ２を吸収する森林は、脱炭素社会を実現する

上で不可欠な役割を果たし、地球温暖化防止に貢献しています。森林が光合成により吸収

した二酸化炭素、ＣＯ２は、炭素のみが樹木の中に蓄積され、酸素は大気に放出されます。

炭素は樹木の中で、固定化されており樹木を燃やさない限り、吸収された二酸化炭素ＣＯ

２が大気に戻ることはありません。このような形で、地球温暖化の防止に貢献している森

林の保全は重要と言えます。また、森林は二酸化炭素ＣＯ２を吸収するだけではなく、豪

雨の際には、土壌中に雨水を貯留して、河川への急激な流入を防ぎ、洪水を緩和したり、

土砂の流出を防止する機能も持ち合わせています。このような機能を持つ森林を自治体が

適切に整備、管理して、保全するための財源として、個人住民税を納めている約６千万人
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の納税者から、年間千円を住民税に上乗せし、約６００億円を徴収する森林譲与税は、２

０２４年度から導入されます。国は、この森林環境税を各自治体の私有林と人工林の面積、

林業従事者の数、人口の３つの基準に応じて決定し、市町村に約５４０億円、都道府県に

約６０億円を森林保全担い手確保などに活用させるために、森林環境譲与税として配分し

ます。これに先行して国は、２０１９年から森林環境譲与税を交付金として自治体に配分

し、森林保全に向け取組を促していますが、活用していない自治体も多く、この３年間に

配分された約８４０億円の４７％に当たる約３９５億円が活用されず、積み立てているケ

ースが多いとされています。そこで次の３件について伺います。 

１点目、当町における過去３年間の森林環境譲与税の交付金額とその活用状況は。 

２点目、今後の活用プランは。 

３点目、林野庁が昨年まとめた森林環境譲与税に関する施策事例集には、学校教育に接

続したものとして推奨されている木材利用普及啓発があり、その中で福島市は、森林林業

学習会や木製遊具による普及啓発で、森林環境譲与税を財源として森林経営管理制度に基

づく取り組みを進め、市内小学校を対象に森林林業学習会を開催し、市内森林での間伐作

業見学、丸太切り等の体験学習、林業施設見学を実施し、森林整備と木材利用の結びつき

についての理解を促す木育を行っています。当町も、教育関連事業に森林環境譲与税を活

用すべきと考えます。町長の所信を伺います。 

○議長（荒木正光君） 答弁を許します。 

鳴海町長。 

○町長（鳴海修司君） 伹野裕之議員から御質問の、森林環境譲与税の活用についてにお

答えいたします。 

森林の有する公益的機能は、地球温暖化防止のみならず、国土の保全や水源のかん養な

ど、国民に広く恩恵を与えるものであり、適切な森林整備を進めていくことは、我が国の

国土や国民の生命を守ることにつながる一方で、所有者や境界が分からない森林の増加、

担い手の不足等が大きな課題となっております。このような現状のもと、国は温室効果ガ

ス排出削減目標の達成や災害防止等を図るための、森林整備等に必要な財源を安定的に確

保する観点から、国民一人一人が等しく負担を分かち合い、森林を支える仕組みとして、

平成３１年３月に森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律を制定いたしました。市町

村及び都道府県は、譲与された森林環境譲与税を財源に、森林整備等を行うことになりま

す。  

ご質問の１点目でありますが、令和元年度から令和３年度までの過去３年間に当町へ譲

与された金額は１２４２万９千円で、全額を森林環境譲与税基金に積み立て、このうち令

和３年度予算の執行にあたり２０４万６千円を基金から取り崩して林道維持費に活用いた

しました。また、令和４年度予算の執行にあたりましては、令和３年度末基金残高１０３

８万４千円を全て取り崩し、私有林の間伐事業及び林道治山施設の維持管理費に活用いた

しました。加えて令和４年度の譲与予定額５５１万６千円は基金積立を行わず、令和４年
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８月に発生した大雨災害による林道復旧費及び治山施設の維持管理費用への活用を計画し

ております。 

次に、ご質問の２点目と３点目を合わせてお答えいたします。今後の活用プランでござ

いますが、森林環境譲与税は間伐等の森林整備に関する施策と担い手の確保や木材利用の

促進など森林整備の促進に関する施策に充てることとされ、当町としては新冠町内の森林

整備や林業の担い手対策、木材利用の推進、林道や作業路などの路網整備、山地災害の未

然防止対策、有害鳥獣対策など森林整備に関連した幅広い活用を考えております。 

伹野議員からご指摘のありました、譲与税が活用されないまま、基金に積み立てられて

いる要因の一つには、私有林が全く無い大都市へ多額の譲与税が譲与されている実態があ

ります。これは譲与税の算定方法に人口要件があることから生じた弊害と捉えられ、これ

ら要件の見直しについて議論が進んでいるとの一部報道もございますが、一方、森林地帯

を多く抱える市町村の譲与額が増額されますと、ご提案のありました木育につきましても、

担い手育成の観点から検討を進めて参りたいと考えておりますし、当面は森林現場に近い

使い道として、私有林の森林整備や林道等の維持管理に係る費用を優先させたいと考えま

すので、ご理解をいただきたいと存じます。 

○議長（荒木正光君） 伹野議員、再質問ございますか。 

伹野議員。 

○５番（伹野裕之君） ただいま町長から、木育に関しまして前向きな意見をいただいた

と感じております。そこで、教育長にお伺いします。当町は豊かな森林資源に恵まれてい

ます。未来を担う子供たちに、森林の持つ地球温暖化防止や洪水緩和などの機能を理解し

てもらうためにも、また先ほど町長が述べられましたように、担い手育成のためにも、木

育が重要な役割を果たすものと考えております。国からの交付金で賄うことも出来ます、

林野庁も教育関連事業を推奨していることから、木育を総合学習の授業などで行うことも

可能と考えます。教育長の木育に対する考えがあれば、お伺いいたします。 

○議長（荒木正光君） 奥村教育長。 

○教育長（奥村尚久君） 伹野裕之議員からの御質問の、木育に活用するべきではについ

てお答えいたします。木育は、子供を初めとする全ての人が木と触れ合い、木に学び、木

と生きる取り組みでありまして、子供の頃から、人と木、森林との係わりなど、木を身近

に使っていくことを通じて、豊かな心を育むことは大切な教育だと考えております。学校

における教育活動は、学習指導要領に基づき、各教科の教育課程が構成されますが、加え

て、環境教育、人権教育、消費者教育、情報モラル教育、性教育、主権者教育、防災教育、

食育、職業教育、そしてＳＤＧｓなど、様々な教育活動の充実が期待されているところで

ありまして、木育を含めて、全てを個別の教育活動として取り組むことは難しい状況にご

ざいます。木育に関する取り組みといたしまして、社会教育事業では、ツリークライミン

グを初めとした自然との触れ合いを大切にした事業展開を図っているところであります。

また、認定こども園や各学校につきましても、校地内の環境や校外学習を通じて、木や森
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林など自然とのかかわりを大切にしているところでございまして、今後におきましても、

これらの取り組みの中で、木育を進めてまいる考えでございますので、御理解を賜ります

ようお願い申し上げます。 

○議長（荒木正光君） 再々質問ございますかありません。 

○５番（伹野裕之君） ありません。 

○議長（荒木正光君） 暫時休憩といたします。 

 

休憩 午前１１時０２分 

再開 午前１１時１３分 

 

○議長（荒木正光君） 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

引き続き、伹野裕之議員の、部活動の地域移行についての発言を許可いたします。 

伹野議員。 

○５番（伹野裕之君） ５番、伹野裕之です。引き続き、通告に従い部活等の地域移行に

ついて質問いたします。 

部活動の地域移行が２０２３年度から始まりますが、部活動の地域移行が求められる背

景の一つに、教員の働き方改革があります。教員の長時間労働は深刻化しており、部活動

を全廃しても、文部科学省が定める残業時間のガイドラインを超えているというデータも

あります。一方、少子化に伴う部員の減少により、学校ごとの部活動が困難になりつつあ

るという現状も、部活動の地域移行を高める要因ともなっています。部活動の地域移行が

新聞等で報道されてからは、部活動に精励する子を持つ親や、スポーツ少年団の指導者ら

にとって大きな関心事となっており、どのように移行していくのか注視しているものと思

われます。スポーツ少年団のある指導者は、どのような形でかかわりを持つかを真剣に考

えており、国や町教育委員会がどのように考えているのか、実際、私自身に相談を受けて

います。 

このような中、日高管内教育委員会連絡会議が２月１日に開会され、２０２３年度から

始まる部活動の地域移行や管内の学力状況などの教育課題について、講演や研究協議が行

われています。部活動の地域移行についての講演では、昨年１２月に国が示したガイドラ

インに触れながら、今後の方向性について示唆しています。市町村が実施主体を設置する

パターン。既存の組織が実施主体となり地域や学校と連携するパターン。学校管理下の部

活動を継続しながら、地域と連携し指導者を配置するパターン。の３パターンが共存する

形で、部活動環境が確保されるとしています。当町はどのパターンで移行を進めるのでし

ょうか。また、北海道教育委員会は、２月１０日に２０２３年度北海道予算案のうち、教

育関係分を発表しています。総額は３６９１億１７００万円で、２０２２年度当初予算比

３．６％減となっています。骨格予算の中で、公立中学校の部活動移行への支援、いじめ

や不登校への対応に重点を置いています。その中で、新規事業の部活動の地域移行の支援
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には、１億３５００万円を計上しています。道内では、４４市町村が地域移行を検討して

おり、受皿となる団体と学校、自治体間の調整役となるコーディネーターを派遣するとし

ています。当町は、地域移行を検討している４４市町村に入っているのでしょうか。部活

動指導の教員の負担軽減を図り、部活動に取り組む生徒らの健全育成のためにも、北海道

教育委員会の支援を受け、部活動の地域移行を進めるべきと考えます。教育長の所信を伺

います。 

○議長（荒木正光君） 答弁を許します。 

奥村教育長。 

○教育長（奥村尚久君） 伹野裕之議員から御質問の、部活動の地域移行についてお答え

いたします。 

部活動の地域移行につきましては、学校の働き方改革を踏まえた部活動改革の一環とし

て、令和５年度以降、休日の部活動を段階的に地域へ移行する方針を国が示したものであ

りますが、但野議員から令和４年第３回定例会において、同様の質問をいただき、多くの

課題があるが国及び道教委の動向を踏まえながら取り進めていく旨の答弁をしてございま

すことから、まず、その後の対応からご説明いただきます。 

教育委員会ではこの間、地域移行の方針に対する中学校の考え方について確認するため、

令和４年１０月２５日に情報交換の場を設けました。中学校からは、働き改革は必要であ

るが、すぐに地域移行しなければ学校から不満が生じる状況にはないことから、十分な協

議検討を重ねた上で町の方針を定め、準備を進めていただきたいとの意向を確認しており

ます。また、１１月２５日に開催された令和４年度第２回新冠町総合教育会議において、

町長と地域移行に係る課題の共有を図ったところでございます。国の動向でありますが、

令和４年１２月２７日に、スポーツ庁と文化庁から学校部活動及び新たな地域クラブ活動

の在り方等に関する総合的なガイドラインが示されましたが、３年間での移行は困難との

地方自治体からの指摘を受け、令和５年度から７年度までを改革推進期間に改め、達成目

標は設定しない方針に転換されたところであります。また、道教委においては、コーディ

ネーター配置支援事業等の支援策を創設するとともに、国のガイドラインを踏まえ、本年

２月１６日付けで、令和５年度から７年度までの３年間を期間とする北海道部活動の地域

移行に関する推進計画案を示したところです。 

ご質問の地域移行をどのような方向性で進めるのかについてでありますが、次年度に教

育委員会、中学校、ＰＴＡ、スポーツ及び文化団体の代表者等による協議会を設置し、地

域での受け皿の一つと考えられる団体等の現状把握と地域移行に向けた解決策について情

報交換をした上で方向性を見出して参りたいと考えているところでございます。 

また、道教委の財政的な支援を受けて移行を進めることにつきましては、今後において

方向性が定まり、それに向け取り進める上で活用可能な支援事業がございました活用を検

討して参りたいと存じます。 

中学校の部活動は、これまで学校教育の活動の一環として学校が担ってきたものであり
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ますことから、その役割を永続的に地域が担っていくには、困難な課題が多くございます。

このことは、他町においても同様と捉えており、中部圏域や管内の連携も視野に入れ、慎

重に検討を進めて参る所存でございますので、ご理解を賜りますようお願い申し上げます。 

〇議長（荒木正光君） 伹野議員、再質問ございますか。 

○５番（伹野裕之君） ありません。 

○議長（荒木正光君） 以上で伹野議員の一般質問を終わります。 

次に、須崎栄子議員の、軽種馬生産に対する町の具体的な施策推進についての発言を許

可いたします。 

須崎議員。 

○９番（須崎栄子君） ９番、須崎栄子です。議長より発言の許可をいただきましたので、

通告に従いまして、軽種馬生産に対する町の具体的な施策推進について質問をいたします。 

新冠町議会議員を２期８年務め、これまでの議員人生を振り返りつつ、新冠町の基幹産

業として位置づけられる軽種馬生産について、一般質問をさせていただきます。私はこれ

まで、家業である軽種馬生産に関する議会での議論については、家業への利益誘導になり

かねないとの思いと、同業経営者から様々な事情を知ることが多かったこと、そして、何

より公平な立場で発言しているのかという疑問を町民が抱くのではないかという懸念から、

軽種馬生産に関する質問あるいは要望には、距離を置いて議論に参加してきました。しか

しながら、２期目最後の一般質問に際し、先人たちが築いてきた我が町の軽種馬生産を未

来へ引き継ぐために意を決して、質問をさせていただきますので、よろしくお願いいたし

ます。 

私たち軽種馬生産農家は、これまで多くの浮き沈みを経験し、今、私の周りには、古く

から経営を続ける軽種馬農家は少なくなりました。それは、軽種馬生産という産業が、景

気に大きく左右されることから、経営の一瞬のつまずきが取り返しのつかない結果につな

がりやすいということがあると思っております。現在は、日本経済の一部の業種の景況が

良好なこと、そして、馬主の購買意欲が国内に向かっていることが、順調なサラブレッド

販売につながっており、まさに追風に帆を上げるかのような状況だと感じております。し

かしながら、市場参加者が毎年変わることなどを考えると、買手の減少がいつ訪れるかと

いう心配が絶えることはありません。また、大資本経営の独壇場と感じるグレードレース

を見るにつけ、個人経営農家が、多い我が町の軽種馬生産の行く末には不安が尽きること

はありません。軽種馬生産は、生活に関わる生産事業ではないという特徴から、国の支援

を受けることがたやすくありません。それゆえ、町の支援を仰ぐことが多く、また、町が

軽種馬産業を育成しない限り、軽種馬生産は先細りになると考えております。幸い当町は、

他町に比べ多くの支援策を講じていただいているため、軽種馬農家にとっては、恵まれた

環境にあると感じております。このような、町の軽種馬産業に対する支援をできるなら続

けていただきたいと思っております。昨年６月定例会における同僚議員の一般質問におい

て、鳴海町長の答弁では、当町にとってサラブレッド生産は、歴史ある基幹産業です。先
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人たちが守り育てたサラブレッド生産は、第一次産業として、そして、観光施策における

町の財産として、次代へと引き継がれていくために、町として取り組みを進めていくとい

う答弁がありました。私たち軽種馬生産農家にとっては、大変ありがたく心強い発言に感

激した次第です。１年近い時間が経過し、改めて鳴海町長に、軽種馬生産に対する取り組

みの方向性を伺うと同時に、今後の新たな取り組みの可能性について、町長のお考えを聞

かせていただきたいと思います。鳴海町長がおっしゃった、次代へ引き継がれていくため

に、町として取り組みを進めていくという言葉には、現在行っている施策の継続という意

味もあるかとは思いますが、これからの時代の変化に対応する施策の展開についても、念

頭に置かれた発言かと考えます。繰り返しになりますが、鳴海町政における軽種馬産業の

位置づけと、支援の方向性、そして新たな取り組みについて伺います。再質問はいたしま

せんのでできる限り、具体的な答弁をお聞かせ願えればと思います。 

○議長（荒木正光君） 答弁を許します。 

鳴海町長。 

○町長（鳴海修司君） 須崎栄子議員から御質問の、軽種馬生産に対する町の具体的な施

策推進についてにお答えいたします。 

軽種馬生産業は、新冠御料牧場の農地解放という歴史的な背景や、有限会社日高軽種馬

共同育成公社の設立など競走馬の育成環境の充実のもと、新冠町の基幹産業として大きく

成長し、まちづくりの振興と地域経済の発展に寄与しております。また、当町で生産され

た名馬達の活躍は、競馬ファンのみならず、多くの日本国民に勇気と感動を与え、馬産地

新冠町の名を全国へと知らしめるとともに、サラブレット銀座通りに広がる雄大な牧歌的

風景とサラブレットが野を駆ける姿は、当町を訪れる多くの観光客を魅了しております。 

当町にとって軽種馬生産業は一次産業だけに収まらず、観光施策としても重要な一翼を

担っており、まちづくりの柱となる産業として位置付け振興して参りました。その想いか

ら、昨年６月定例会での長浜議員からの一般質問、馬産地としてのマナー啓発と地域振興

に対する回答で、サラブレット生産は、第一次産業として、そして観光施策における町の

財産として次代へと引き継がれて行くために、町として取り組みを進めて行く。と申し上

げたところでございます。 

現在は好調な売れ行きが持続している軽種馬生産業でありますが、景気の影響を最も受

けやすい業種であるとも言われております。町といたしましては継続的な支援が必要と考

え、令和５年度町政執行方針で述べましたとおり、軽種馬販売促進事業、軽種馬市場上場

促進事業等の振興策を実施いたします。軽種馬販売促進事業は新冠町軽種馬生産振興会か

らの要望を受け実施をしている事業で、インターネットを活用し、ホームページやツイッ

ターにより売り馬情報を発信します。特に、歩様動画の配信は新冠産馬への馬主の関心を

高め、購買意欲の向上が図られております。 

また、軽種馬市場上場促進事業は、市場上場に向けた馴致訓練やボディーコンディショ

ンづくりのためのコンサイナー費用に対する支援でございます。当町が実施しております、
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これらの軽種馬生産者への支援は、馬産地日高の中でも手厚く、他町に抜きん出た振興策

でございます。 

現段階で新たな事業展開に関し、今お答え出来るものはございませんが、北海道や管内

各町、農協、軽種馬関係団体等との連携した要望活動の成果もあり、令和５年４月１日に

施行される改正競馬法では、競馬界の資金を活用した馬産地への支援措置が恒久化される

こととなりました。また、当町は町内全域に光回線を敷設いたしましたので、軽種馬産業

を始め各分野への新たな活用方法も期待されるところでございます。もとより私は、軽種

馬振興の歩みを緩める考えはございません。今後とも新冠町農協や新冠町軽種馬生産振興

会、軽種馬関係団体との連携を深め、時代に即した強い馬づくりと馬産地の維持、発展の

ため努めて参りますので、ご理解を賜わりますようお願いいたします。 

○町長（鳴海修司君） 須崎議員、再質問ございませんか。 

○９番（須崎栄子君） ありません。 

○議長（荒木正光君） 以上で須崎議員の一般質問を終わります。 

次に、酒井益幸議員の、子供子育て支援についての発言を許可いたします。 

酒井議員。 

○８番（酒井益幸君） ８番、酒井益幸です。議長より発言の許可を得ましたので、通告

に従い、子供子育て支援について、一般質問いたします。 

少子高齢化社会が地域社会の喫緊の課題であり、まちづくりの観点から子供子育て支援

施策は、持続可能で安心して住み続けるために重要と考えます。少子化問題は深刻であり、

国と地方が連携し、課題解決のために共有しながら、安心して結婚、出産、育児ができる

環境の整備、学びでは、幼児教育から高等教育まで、できる限り寄り添って支援策を講じ

ていかなければならないと考えます。当町と同じように１０万円を子供誕生祝金として、

独自事業している公表された地方自治体に対しまして、私は直接電話で、今後どのように

されるのかということを意向調査させていただきました。北海道檜山管内の厚沢部町は、

人口約３５００人規模の町であります。ここは継続して支給する。芦別市、人口約１万２

千人の町であります、市でありますけれども、継続して市内限定で使用できる１０万円の

クーポン券を支給する。岡山県備前市、ここは人口３万２千人で１０万円を継続して支給

する。長崎県東彼杵町、約７５００人規模の町でありますけれども、ここも１０万円を継

続して支給するなど、５件電話したんですけれども５件とも、支給するということであり

ました。大手シンクタンク日本創研は、全国で、今年の出生数は、コロナ禍の影響もあり、

前年８１万人から４万人減の７７万人と予想しており、８０万人を割り込むだろうと、８

年前倒しとの報道がありました。決して他人事ではなく、当町も過疎化に加えて少子化は

深刻な状況であり、今年度の出生数は２０人程度で、同様に影響を受けていると考えます。

課題解決のために、継続的かつ効果的に支援が重要と考えます。昨今では、社会背景とし

て、経済的問題、児童虐待、いじめ、不登校など、子供をめぐる状況は深刻であり、子供

を持つこと自体、リスクと考える若者も増えています。国は、妊娠期５万円、出産時５万
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円、計１０万円の応援給付金と、特に精神的、経済的御負担が多い時期のゼロから２歳児

に対しまして、伴走型相談支援を組合せた子供子育て応援給付金事業を創設しました。当

町も１月から本事業を開始したところであります。 

しかし、今定例会、町政執行方針にて町長が述べられた子供誕生祝い金を廃止決定する

旨の発言を重く受け止めまして、疑義が生じたところであります。平成３０年度から、町

単独事業でありました子供誕生祝い金交付金事業を廃止する説明も受けたところでありま

す。本年２月２８日、社会文教委員会、全員協議会での子育て支援や経済支援策は本来、

国が支援策を構築すべきとの認識をしており、国に対し再三要請を行ってきた。子供誕生

祝い金交付金事業の役割は終えたものと判断を示されました。しかしながら、お子様は未

来の希望であります。持続可能なまちづくり、地域の活性化からの観点からも、欠かせま

せんし、国の支援策と同様に、町独自の子育て支援、経済支援も必要であると思います。

今後ますます少子高齢化社会の時代の中で、社会情勢が複雑化、希薄化する可能性が考え

られますが、子供の悩みは多様化する時代に適用しなければならず、監護者は、苦労され

ることが増していくと思います。また、子供たちの意見や考えを聞き取り、反映しやすく、

置き去りにしない子供真ん中社会の実現、そのあらわれが、令和５年度からの国の子供家

庭庁の発足と言えます。令和４年度は、国と町の事業を合わせて、出産された世帯に１人

当たり２０万円を支給するわけでありますが、令和５年度から、１人当たり、国の給付金

のみ１０万円となり、町の予算は、事業費１０万円の町負担６分の１で済むことになりま

す。当町は、子供誕生祝い金交付金事業を検証し、どう判断されたのか。本事業を廃止し

区切りをつけ、国の事業に移行を提案しましたが、様々な社会情勢や物価高、過疎地域に

おける利便性を鑑みますと、上乗せしてもよかったのではないでしょうか。また、現時点

での当町は、新たな新規支援策もなく、国の事業に移行し当町の子供子育て支援策が後退

した印象を受けます。多少なりとも他町より、子供子育て支援策で優遇されなければ、今

まで以上に人口減少は早く進み、定住移住の推進に関しましても、影響があるのではと懸

念されます。子供子育て祝い金交付金事業を継続した中で、子供子育て応援給付金に上乗

せし、支給する考えはなかったのでしょうか。本事業を廃止前に議論した上で判断すべき

であると考えますが、２点について見解を伺います。 

子供誕生祝い金交付金事業を廃止する考えでありますが、判断基準は。 

２つ目、子供誕生祝い金交付金事業は廃止ではなく、国の子供子育て応援給付金事業に

上乗せして実施して維持するべきでは。以上所見を伺います。 

○議長（荒木正光君） 答弁を許します。 

鳴海町長。 

○町長（鳴海修司君） 酒井益幸議員から御質問の、子供子育て支援についてにお答えい

たします。 

当町では、子どもの健やかな成長を支援するため新冠町子ども子育て支援事業計画に基

づき、妊産婦新生児に対する保健指導や、小中学校の給食費無償化、更には高校生への通
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学費の一部助成など、子どもの成長過程に応じた様々な支援を行っておりますが、今回見

直しを図る子ども誕生祝金交付金事業は、平成３０年度から町単独事業として、出生時の

子育て世帯の負担軽減を目的に、出生児１人につき１０万円を交付させていただいている

ものでございます。私は、本来このような子育てに対する経済支援策は、国が先導して実

施すべきであるとの基本的考えを持ちつつ、この間、国に対して制度の創設について要請

してきたところでもありますが、今般、国が子育て支援対策として、同様の制度を創設い

たしましたことから、町単独事業を見直すこととしたものでございます。 

そこで１点目ご質問にある、祝金交付事業を廃止するに至る判断基準についてでござい

ますが、特に廃止を判断するにあたっての基準はございませんが、このたび国が創設した

制度は、相談支援と経済支援を関連付けた出産、子育て支援交付金事業として、妊娠時と

出生時に併せて１０万円を交付する制度でございます。本制度は、単に祝金を支給するも

のではなく、町の母子保健事業として実施する保健師活動と連動させた伴走型の支援策で、

相談業務を維持する上でも効果が期待できる制度であると判断しており、当町も本年１月

から事業を開始しているところであります。町はこれまで、子育て期間における出生時の

経済支援制度が少ないことから、独自事業を創設してきたわけでありますが、国が出生時

の支援策を創設したことをもって町独自事業の役割は終えたとものと判断したものでござ

います。 

次に、２点目の、祝金交付事業は廃止ではなく、国の給付金事業に上乗せして維持する

べきでは。についてでございますが、このことについては国から自治体独自で妊娠出産期

の経済的支援を実施している場合は、上乗支給による支援強化の考えも示されております

が、これはあくまで要請であると捉えており、私は、子ども子育支援を必要とする時期や

内容は、点でとらえるのではなく、長期間に及ぶ子育て期間全体を見通した中で、必要な

時期に必要な施策を行うという視点が必要であると考えております。 

従って出産時期に支援が必要であると判断した町独自事業を国の施策に委ね、次のステ

ップに進むという考えも必要ですし、一方で、限られた財源を子育て以外の事業に充て、

町づくりを進めることも必要な考え方であると考えています。子育て支援に限って言えば、

国は異次元の少子化対策を具体化する方針を示しています。私どもは国が主体性をもって

実施する支援策の内容を注視しつつ、町独自の新たな支援対策の必要性についても見極め

ていく必要があるとも考えていますが、この度の見直しによって、出生時の子育て支援対

策が低下するわけではありませんし、他町と比較し子育て支援対策も充実させてもおりま

す。行財政改革や財政健全化に取り組む町として、限られた財政事情の中、事務事業の見

直しは必要との考えで、国の制度への上乗せ支給を実施する考えはありませんのでご理解

願います。 

○議長（荒木正光君） 酒井議員、再質問ございますか。 

酒井議員。 

○８番（酒井益幸君） 今の答弁を聞きまして２点質問したいと思いますけれども、まず
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町長の答弁で、子供子育て以外に使うこともという、今、御発言がありました。それと、

伴走型支援についても取り組むような考えも示されたように思いますけれども、今後も当

町は、国の交付金財源を確保し、まちづくりを進めていかなければならないと思います。

国による、今般の施策に関しまして新たな支援策も、国の動向を見極めていく必要性も示

されておったと思います。一方で伴走型支援の検討、それからこの事業の、また違う使い

道も発言があったことから行財政改革も進めつつ、施設大型改修も控えていますし、行財

政改革は私も賛成であります。慎重な判断であると思いますけれども、今後も、子供子育

て支援拡充に望む声はありますので、2点質問させていただきます。 

１点目、子供誕生祝金交付金事業を廃止した場合の削減の予算について、これはどのよ

うに、今の考えでいいんですけれども、考え方についてが１つ目と。 

２つ目、子供子育て支援策、新事業でありますけれども、今後伴走型支援の可能性につ

いては、保健師が主になってくるのかなというふうに思いますけれども、それについての

御所見を伺います。 

○議長（荒木正光君） 鳴海町長。 

○町長（鳴海修司君） 再質問についてお答えしますが、伴走型というのは、まず、国の

事業であるということを御理解いただきたいと思います。それと、答弁繰り返しとなりま

すので、その辺も御了承願いたいというふうに思ってございます。 

私の施策の一つとして、平成３０年度から子供誕生祝金交付金事業を実施してまいりま

した。しかし今般、国が出産子育て応援交付金事業を創設し、今後においても異次元の支

援対策構築方針が示されましたので、町が身を切ってまでしました子育て支援対策が国へ

届いた結果だととらえ、町単独事業として実施してまいりました、本事業を一区切りとさ

せていただき、子育て対策を含め、今、何が町に求められている支援策かを検証しながら、

次につなげてまいりたいと考えておりますので、御理解を願います。また、このことは、

次の施策構築のステップであり、支援策の後退とは捉えてございませんので、あわせて御

理解願いたいと思います。決して、子育て事業をやめるということではないということを

改めて申し上げて、答弁とさせていただきます。 

○議長（荒木正光君） 再々質問ございます。 

酒井議員。 

○８番（酒井益幸君） 答弁を聞いて十分理解はするところではありますけれども、１点、

確認なんですけれども、伴走型支援の今の町長の答弁の中で、国の事業だということは私

もそれは承知しております。ただこれは公募型によりまして、町がこの施策に関して計画

を立てて、それを国から補助金をいただいて、町もその６分の１だったと思うんですけれ

ども、そのような形の中で、国と地方が連携した伴走型支援ということなので、各市町村

にとってそれは委ねられているというふうに私は説明を受けてきたわけでありますけれど

も、その点についてもう一度答弁お願いします。 

○議長（荒木正光君） 鳴海町長。 
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○町長（鳴海修司君） お答えいたします。ですから、これから何ができるのか何がいい

のか、その辺を協議した中で、当然国にも要求してまいりますし、その事業を実施してい

くつもりでおりますので、御理解いただきたいと。 

○議長（荒木正光君） 以上で酒井議員の一般質問を終わります。 

これで一般質問を終わります。 

 

   ◎閉議宣告 

○議長（荒木正光君） 以上をもって本日の日程は全部終了いたしました。 

本日はこれをもって散会いたします。 

皆様ご苦労さまでございました。 

   （午後１１時５６分 散会） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


